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第１章 計画の見直しについて 
 

１．子ども・子育て支援事業計画とは          

  本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条の規定に基づく「市町村子ども・子育て支援事

業計画」となります。また、次世代育成支援対策推進法第８条の規定に基づく「市町村行

動計画」にも位置付け一体的に策定するとともに、児童福祉法第 56 条の４の２の規定に基

づく「市町村整備計画」を内包する計画として、平成 27 年３月に制定されました。 

  葛飾区では、平成 27 年３月に平成 27 年度から平成 31 年度までを計画期間とする「葛

飾区子ども・子育て支援事業計画」を策定し、その後、平成 30 年度に見直しを行いまし

た。現在は、令和２年３月に策定した令和２年度から令和６年度までを計画期間とする「第

二期葛飾区子ども・子育て支援事業計画」（以下「第二期計画」という。）のもと、子育て支

援施策を推進しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

２．中間見直しと計画期間について           

  第二期計画は、５年を１期とし、令和２年度から令和６年度までを計画期間としていま

すが、計画の内容と実際の状況に乖離がある場合は、必要に応じて計画期間中に見直しを

検討することとしています。 

葛飾区では、令和３年４月に待機児童ゼロを達成しましたが、同時に、新型コロナウイ

ルス感染症拡大を契機とする社会環境の変化や保護者の就労形態の多様化に伴い、当初の

事業計画に定める量の見込みから乖離が生じています。 

そのため、これまでの実績を基に計画を見直すことにより、保育需要の確保を地域や時

代に即したものとし、引き続き、妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援を図っていきま

す。 
  

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

     

【子ども・子育て支援法（抜粋）】 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第６１条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ど

も・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に

関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるもの

とする。 

第二期計画 

見直し後 

進捗評価 

中間見直し 

進捗評価 

 

進捗評価 

 

進捗評価 

 

見直し前 
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３．策定の体制                    

  第二期計画の策定にあたっては、区長の附属機関として、子どもの保護者や子育て支援

に関する関係機関・団体の代表者、学識経験者などからなる「葛飾区子ども・子育て会議」

にて検討を実施しました。 

本中間見直しについても、「葛飾区子ども・子育て会議」による議論を経て策定しました。 
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第２章 葛飾区の子ども・子育てを取り巻く状況 
 

１．葛飾区の子ども・子育てに関わる概況        

（１）総人口及び乳幼児人口の推移 

  本区の総人口は、平成 25 年度以降、令和２年度まで増加していましたが、その後、減少

に転じ、令和４年度は 462,537 人となっています。 

  ０歳から５歳児人口は、平成 25 年度以降増加し、平成 29 年度には、直近 10 年間でピ

ークとなり、22,197人となりました。しかし、その後は減少に転じ、令和４年度には19,727

人となり、２万人を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21,746 21,804
21,995 22,025 22,197 22,094

21,884
21,421

20,409

19,727

19,000

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

（人）

0～5歳児の計

446,612
448,680

450,838
453,734

457,927
461,060

463,099
465,079

463,176 462,537

435,000

440,000

445,000

450,000

455,000

460,000

465,000

470,000

平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

（人）

総人口

※各年度４月１日現在。人口には外国人住民含む 

（単位：人）

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児

平成25年度 446,612 4.87% 21,746 3,576 3,599 3,639 3,669 3,632 3,631

平成26年度 448,680 4.86% 21,804 3,619 3,682 3,607 3,624 3,657 3,615

平成27年度 450,838 4.88% 21,995 3,702 3,744 3,670 3,594 3,633 3,652

平成28年度 453,734 4.85% 22,025 3,655 3,799 3,728 3,624 3,602 3,617

平成29年度 457,927 4.85% 22,197 3,691 3,766 3,779 3,728 3,629 3,604

平成30年度 461,060 4.79% 22,094 3,521 3,723 3,763 3,730 3,761 3,596

平成31年度 463,099 4.73% 21,884 3,449 3,590 3,684 3,713 3,715 3,733

令和2年度 465,079 4.61% 21,421 3,339 3,461 3,570 3,646 3,703 3,702

令和3年度 463,176 4.41% 20,409 3,060 3,321 3,361 3,467 3,556 3,644

令和4年度 462,537 4.26% 19,727 3,025 3,143 3,298 3,334 3,429 3,498

年度 内訳総人口に

占める割

0～5歳児

の計

乳幼児（0～5歳児）人口

総人口

資料：住民基本台帳 

第二期計画書：Ｐ.４掲載 
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（２）出生の状況 

  本区の出生数は減少傾向で推移していましたが、特に平成 31 年に急激な減少に転じ、令

和２年には 3,132 人になっています。 

  また、合計特殊出生率は区部や東京都の水準よりは高いものの、全国平均からは下回っ

ています。平成 23 年から令和２年までの推移を見ると、それまでほぼ横ばいであったもの

が、出生数と同様に平成 31 年に急激な減少に転じ、令和２年には 1.23 となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：東京都 人口動態統計 

   厚生労働省 人口動態統計 

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

平成

31年

令和

2

年

葛飾区出生数 3,606 3,607 3,595 3,575 3,573 3,507 3,459 3,423 3,160 3,132

葛飾区合計特殊出生率 1.31 1.34 1.36 1.37 1.38 1.36 1.34 1.34 1.23 1.23

区部合計特殊出生率 1.08 1.12 1.16 1.19 1.22 1.22 1.20 1.19 1.13 1.12

東京都合計特殊出生率 1.06 1.09 1.13 1.15 1.24 1.24 1.21 1.20 1.15 1.12

全国合計特殊出生率 1.39 1.41 1.43 1.42 1.45 1.44 1.43 1.42 1.36 1.33

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

3,000

3,100

3,200

3,300

3,400

3,500

3,600

3,700

3,800

3,900

4,000
（人）

第二期計画書：Ｐ.５掲載 
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15.9

69.3

83.7

75.2
72.1 74.4 76.6 76.6

71.5

58.5

42.5

27.2

15.9
8.1 3.6

20.2

76.8

89.3

81.2
78.0 78.9 80.1 79.2

75.2

65.1

46.7

33.0

19.6

10.3

4.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）

平成27年 令和2年

（３）女性労働力率 

  女性労働力率は、平成 27 年の国勢調査時点で大きく上昇していましたが、令和２年調査

では、さらに上昇しており、特に子育て期に当たる 25 歳から 44 歳の女性の５歳階層別の

労働力は、前回調査より 4.5 から６ポイント上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※女性労働力率（％）＝
女性年齢５歳階層別労働力人口

女性年齢５歳階層別人口
×100 

 

 

 

  

資料：総務省「国勢調査」 

第二期計画書：Ｐ.６掲載 
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（４）０歳～５歳の推計人口 

  ０歳から５歳の推計人口は、第二期計画では、新宿や金町等の大規模開発により、令和

３年度には 22,786 人まで増加し、その後、微減していく見込みでした。 

  しかし、長引くコロナ禍の中、０歳児から５歳児の人口は令和２年度以降減少が続いて

いるため、中間見直しでは令和６年度に 18,677 人になると見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：人）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

0歳 3,339 3,060 3,025 3,023 2,989

1歳 3,461 3,321 3,143 3,081 3,059

2歳 3,570 3,361 3,298 3,119 3,043

3歳 3,646 3,467 3,334 3,266 3,073

4歳 3,703 3,556 3,429 3,317 3,230

5歳 3,702 3,644 3,498 3,412 3,283

計 21,421 20,409 19,727 19,218 18,677

年齢
実績人口 推計人口

※平成 30 年から令和４年の各年４月１日時点の住民基本台帳の人口を基に、コーホート変化率法

により推計した人数に、大規模開発の影響を加味した推計値 

3,339 3,060 3,025 3,023 2,989

3,461 3,321 3,143 3,081 3,059

3,570 3,361 3,298 3,119 3,043

3,646
3,467 3,334 3,266 3,073

3,703
3,556 3,429 3,317 3,230

3,702
3,644

3,498 3,412 3,283

21,421
20,409

19,727 19,218 18,677

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（人）

5歳

4歳

3歳

2歳

1歳

0歳

実績 推計

第二期計画書：Ｐ.７掲載 
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（５）教育・保育施設等の状況 

①教育・保育施設数等（令和４年４月１日現在） 

  区内の教育・保育施設の施設数及び定員数等は以下のとおりです。認証保育所の満３歳

以上を除き、全ての教育・保育施設において、在籍数は定員数を下回っており、特に満３

歳以上の定員に余裕がある状況となっています。 

 

（単位：人） 

   合計 満３歳未満 満３歳以上 施設数 

幼稚園 
定員数 5,430   5,430 

26 か所 
在籍数 3,567   3,567 

保育所 
定員数 11,862 4,834 7,028 

125 か所 
在籍数 10,234 4,354 5,880 

認定こ
ども園 

1号 
認定 

定員数 845   845 

6 か所 
在籍数 641   641 

２・３
号認定 

定員数 481 181 300 

在籍数 427 157 270 

小規模保育事業所 
定員数 283 283   

16 か所 
在籍数 219 219   

家庭的保育事業所 
（保育ママ） 

定員数 72 72   
17 か所 

在籍数 56 56   

認証保育所 
定員数 286 207 79 

9 か所 
在籍数 280 170 110 

合計 
定員数 19,259 5,577 13,682 

  
在籍数 15,424 4,956 10,468 

※数値は、公立・私立の合計 

※定員数は、認可定員数を記載 

※幼稚園及び認定こども園（１号認定分）の定員数及び在籍数は、令和４年５月１日現在 

※幼稚園及び認定こども園（１号認定分）の在籍数は、満３歳以上で、区外在住者を含む 

※保育所分園は、施設数には含まず、定員数及び在籍数にはそれぞれ含む 

※保育所及び認証保育所の在籍数は、定員弾力化後の数 

※保育所及び認証保育所の在籍数は、区外在住者を含む 

 

 

 

  

第二期計画書：Ｐ.８掲載 
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②教育・保育施設の利用の推移 

  幼稚園と保育所等の利用率は、平成 30 年度は 49.3％で同じ率でしたが、それ以降、幼

稚園の利用率は減少傾向を示しているのに対し、保育所等の利用率は増加傾向を示してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 

幼稚園 保育所等 
待機児童数 

（人） 
満３～５歳児

人口（人） 

利用者数

（人） 

利用率

（％） 

満０～５歳児

人口（人） 

利用者数

（人） 

利用率

（％） 

平成 30 年度 11,087 5,464 49.3  22,094 10,887 49.3  64 

平成 31 年度 11,161 5,360 48.0  21,884 11,088 50.7  54 

令和２年度 11,051 5,052 45.7  21,421 11,341 52.9  21 

令和３年度 10,667 4,678 43.9  20,409 11,249 55.1  0 

令和４年度 10,261 4,208 41.0 19,727 11,216 56.9  0 

 

【幼稚園】 

※利用者数は、各年５月１日現在 

※利用者数は、満３歳児以上で、区外在住者を含む 

※利用者数は、認定こども園（１号認定分）利用者を含む 

【保育所等】 

※保育所等には、区内の保育所、認定こども園（２号・３号認定分）、小規模保育事業所、 

家庭的保育事業所（保育ママ）及び認証保育所が含まれる 

※利用者数は、各年４月１日現在 

※保育所及び認証保育所の利用者数は、定員弾力化後の数 

※利用者数は、区外在住者を含む 
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第３章 計画の体系・施策の展開 
 

１．計画事業の新規・拡充               

  「子ども・子育て支援新制度」では、区市町村は子ども・子育て支援の実施主体の役割を

担い、地域のニーズを踏まえ、質の高い幼児期の学校教育・保育及び地域の子ども・子育

て支援事業を総合的かつ計画的に実施することが求められています。これを実現するため、

第二期計画では６つの基本目標のもと、妊娠・出産から子育てまで切れ目ない支援、共働

き家庭へのサポート、働き方改革によるワーク・ライフ・バランスの実現、各家庭に寄り

添った社会的な自立の支援など、様々な計画事業を展開しています。 

  第二期計画策定後の令和２年度以降も、葛飾区では子ども・子育てに関する新たな施策

や事業拡大を行っているため、計画見直しに伴い、原則令和４年度までの新規事業の追加

及び、拡充した既存事業の修正等を行いました。 

  一方で、子育てを取り巻く環境は日々変化しており、その時々の状況を捉えて毎年度事

業を見直していく必要があります。令和５年度においては、今日的な課題に対応するため

に、学校給食費の完全無償化を始めとする子育て世帯への経済的な支援や、家庭保育の子

どもの預かりサービスのような在宅子育て家庭への支援といった様々な子育て支援策を予

算編成に盛り込んで事業を推進していきます。 

これにより、『子どもの幸せを第一に考え、全ての子どもと子育て家庭に地域社会全体で

寄り添い、支えることを通じて、子どもの最善の利益が実現される「かつしか」を目指し

ていく』という基本理念の一層の実現を図っていきます。 

 

 ■６つの基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標１：のびのび子育て！ 

教育・保育・子育て支援サービスを充実させ、安心して子育てできる環境を実現します。 
 

基本目標２：すこやか子育て！ 

妊娠・出産・子育て期を通じた親と子の心身の健康の増進を支援します。 
 

基本目標３：いきいき子育て！ 

充実した豊かな暮らしを支えるために、仕事と生活の調和を推進します。 
 

基本目標４：あんしん子育て！ 

安全・安心が保たれ、子育て家庭にやさしく住みよいまちづくりを進めます。 
 

基本目標５：みんなで子育て！ 

学校・家庭・地域が連携し、地域社会の中で子どもの成長を支えます。 
 

基本目標６：つながる子育て！ 

一人一人の特性を尊重した子育てが進められるような体制を整備します。 
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２．見直し後の計画事業                 

 
基

本 
目
標 

 

取組 
方針 

 

主な事業   

１
．
の
び
の
び
子
育
て
！ 

  

（１） 

教育・保育

の提供体制

の充実 

  

 １） 認可保育所・認定こども園の設置・運営 

 ２） 予約入園の拡大 

 ３） 家庭的保育事業（保育ママ） 

 ４） 小規模保育事業 

 ５） 事業所内保育事業 

 ６） 居宅訪問型保育事業 

 ７） 時間外保育事業 

 ８） 病児・病後児保育事業 

 ９） 休日保育事業 

 10） 私立幼稚園の２歳児受入れの実施 

 11） 私立幼稚園・認定こども園の預かり保育事業 

 12） 放課後児童健全育成事業（学童保育クラブ事業） 

拡充 13） ベビーシッター利用支援事業（→P.14） 

 14） 育児休業取得に対する在園児の在園期限の延長 

（２） 

在宅子育て

家庭への支

援 

 １） 一時預かり事業 

 ２） 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

 ３） 子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

 ４） 子育て短期支援事業（トワイライトステイ事業） 

 ５） 地域子育て支援拠点事業（子育てひろば事業） 

 ６） 緊急一時保育事業 

（３） 

教育・保

育・子育て

支援サービ

スの質の向

上・充実 

 １） 保育士等の確保に向けた総合的な取組 

 ２） 民有地マッチング事業 

 ３） 認証保育所認可化移行支援事業 

 ４） 私立学童保育クラブの人材確保等支援事業 

 ５） 学童保育クラブの開所時間の延長 

 ６） 学校施設を活用した放課後子ども支援事業 

 ７） 子育て支援情報の適切な提供 

 ８） 子育て支援に関するアンケートの実施 

 ９） 利用者支援事業 

 10） 多様な主体の参入促進事業 

 11） 子育て支援員の育成・活用 

 12） 指導検査体制の強化 

（４） 

子育て世帯

への経済的

支援 

 １） 多子世帯に対する経済的負担軽減の充実（保育料の減免等） 

 ２） 私立幼稚園等園児保護者に対する補助金 

 ３） 認証保育所の保育料保護者負担軽減 

 ４） 児童手当等事業 

 ５） 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 ６） 食材料費の保護者負担軽減 

新規 ７） 多胎児家庭支援事業（→P.14） 

 

 
 

主な事業において、 
 新規 ：第二期計画策定以降に新たに実施している事業 
 再編 ：第二期計画策定以降に事業を再編している事業 

 拡充 ：第二期計画策定以降に拡充している事業 

を指します。 

 また、掲載事業の本文において、拡充のものについては、第二期計画掲載の内容から変更が

あった箇所に下線を引いています。 

第二期計画書：Ｐ.15 掲載 
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基
本 
目

標 

 

取組方針 

 

主な事業   

２
．
す
こ
や
か
子
育
て
！ 

 

（１） 

母子の健康づ

くりの推進 

 

拡充 １） 妊婦健康診査事業（→P.15） 

 ２） 妊婦歯科健康診査 

 ３） 特定不妊治療費の助成 

 ４） 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業） 

 ５） 乳幼児健康診査 

 ６） 親と子の心の健康づくり 

 ７） ハローベビー教室（母親学級）・パパママ学級 

 ８） 育児グループの育成・支援 

 ９） 疾病の早期発見・早期対応 

 10） はしかの予防対策 

 11） 結核の予防接種 

 12） アレルギー相談の実施 

 13） アレルギー性疾患に関する知識の普及啓発 

 14） 栄養教育の実施 

拡充 15） 親と子の食育推進事業（→P.15） 

 16） すくすく歯育て支援事業 

 17） 健康づくり健康診査 

拡充 18） 子ども医療費助成事業（→P.15） 

 19） 入院助産 

 20） 小児初期救急平日夜間診療事業 

 21） 産後ケア体制の整備 

 22） 新生児聴覚検査費助成 

（２） 

相談支援体制

の充実 

 １） 子どもと親に対する相談・支援の実施 

 ２） 就学前の子どもの発達相談 

 ３） 特定妊婦等電話相談事業 

 ４） 地域子育て支援拠点事業（子育てひろば事業）（再掲） 

 ５） 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業）（再掲） 

 ６） 悩みごと相談の実施 

 ７） ゆりかご葛飾 

 ８） 若者支援体制の整備 

     

３
．
い
き
い
き
子
育
て
！ 

（１） 

仕事と子育て

の両立支援 

  １） 企業向けセミナー 

  ２） ワーク・ライフ・バランスに関する普及・啓発 

  ３） ワーク・ライフ・バランスに関する講座・講演会 

  ４） ワーク・ライフ・バランス支援アドバイザー派遣事業 

  ５） 事業所向け啓発情報誌の発行 

  ６） 男性の家庭生活への参画支援事業 

  ７） 再就職講座 
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基
本 
目

標 

 

取組方針 

 

主な事業   

４
．
あ
ん
し
ん
子
育
て
！ 

 

（１） 

子育て家庭

が暮らしや

すい環境の

整備 

 

 １） 赤ちゃんの駅事業 

 ２） 子ども未来プラザの整備 

 ３） 遊びや生活を通した子どもの健全育成 

 ４） 歩道勾配改善事業 

 ５） 「だれでもトイレ」の設置 

 ６） 乳幼児の利用に配慮した遊び場づくり 

 ７） かつしか子ども応援事業 

（２） 

子どもの安

全の確保 

 １） 地域安全活動支援事業（安全・安心情報メール） 

拡充 ２） 交通安全運動の推進（→P.16） 

 ３） 安心・安全な公園づくり 

 ４） 公園の安全点検 

 ５） 子どもを犯罪から守るまちづくり活動支援 

 ６） 公共施設の不適合ブロック塀等の撤去・改修 

 ７） 妊産婦・乳幼児が安心して避難生活を過ごすことができる仕組みづくり  
         

５
．
み
ん
な
で
子
育
て
！ 

（１） 

確かな学

力・体力向

上に向けた

子どもの育

成 

再編 １） 総合的な学力向上事業（→P.17） 

 ２） 体力向上のための取組 

 ３） 特色ある学校づくり推進 

 ４） 教員の資質・能力の向上 

 ５） 葛飾スタンダードの推進 

 ６） 教育情報化の推進 

再編 ７） 不登校対策プロジェクト（→P.17） 

再編 ８） いじめ防止対策プロジェクト（→P.18） 

 ９） 連続する学びの場の充実（幼保小・小中・中高連携教育の推進） 

 10） 学校施設の改築 

 11） 理数教育の充実 

拡充 12） 特別支援教育の充実（→P.18） 

拡充 13） かつしかグローバル人材育成事業（英語によるコミュニケーション能力育成）（→P.19）  

 14） 日本語指導の充実 

 15） 学習センター（学校図書館）の整備 

（２） 

家庭・地域

による子ど

もの育ち支

援 

 １） 乳幼児とのふれあい体験事業 

 ２） 家庭教育関連事業 

 ３） 家庭教育講座 

 ４） 部活動の充実 

 ５） 食育リーダー研修会 

 ６） 地域の子ども会活動の充実 

 ７） 青少年の地域参画の推進 

 ８） 青少年対象事業 

 ９） 図書館のヤングアダルトコーナーの充実 

 10） 中学生職場体験事業 

 11） 学校地域応援団活動支援事業 

 12） 放課後子ども事業（わくわくチャレンジ広場） 

 13） 子ども食育クッキング 

 14） かつしか地域スポーツクラブを中心としたスポーツ環境整備 

 15） かつしか区民大学 

 16） 地域の子育てボランティアの活用 

 17） 子育て支援ボランティア派遣事業 

 18） ブックスタート事業 

 19） セカンドブック事業 

拡充 20） かつしかっ子ブック事業（→P.19） 

 21） 産業教育の充実 

 22） 子ども・若者活動団体支援 
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基

本 

目

標 

 

取組方針 

 

主な事業   

６
．
つ
な
が
る
子
育
て
！ 

  

（１） 

児童虐待防

止対策の推

進 

  

  １） 養育支援訪問事業 

  ２） 要保護児童対策地域協議会 

  ３） 要支援児童一時預かり事業 

  ４） 子育て短期支援事業（ショートステイ事業）（再掲） 

 ５） 子どもと親に対する相談・支援の実施（再掲） 

 ６） 特定妊婦等電話相談事業（再掲） 

 ７） 子育て支援ボランティア派遣事業（再掲） 

 ８） 配偶者暴力防止事業 

 ９） 児童相談所の設置 

（２） 

障害児支援

施策の推進 

 １） 保育所・学童保育クラブにおける障害児の受入れ 

 ２） ５歳児健康診査事業 

 ３） 就学前の子どもの発達相談（再掲） 

 ４） 障害乳幼児療育施設利用者の保護者負担軽減 

 ５） 障害児通所給付（児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援） 

新規 ６） 居宅訪問型児童発達支援事業（→P.20） 

 ７） 障害児に関するサービス利用計画作成 

 ８） 児童発達支援センターの整備支援 

 ９） 子ども発達センター事業 

  10） 保育所等訪問支援事業 

  11） 特別支援教育の充実（再掲） 

（３） 
ひとり親家
庭に対する
支援の充実 

  １） ひとり親家庭の総合支援の実施 

  ２） ひとり親家庭等医療費助成 

  ３） ひとり親家庭等ホームヘルパー派遣事業 

新規 ４） 養育費の受け取り支援事業（→P.20） 
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基本目標１：のびのび子育て！             

（１）教育・保育の提供体制の充実 

 

拡充 13） ベビーシッター利用支援事業 拡充年度：令和３年度～ 

所管課：子育て支援課 

 

【事業概要】 

０～２歳児までの入所保留通知を所持している児童の保護者又は育児休業を満了

した保護者が対象だったものを、日常生活上の突発的な事情等による利用も対象と

し、保育対象児童も５歳児までに拡大して、利用料の一部を助成します。 

【取組の方向】 

 ベビーシッターによる保育を必要としている保護者に対し、保育料の助成を行

うことで子育て家庭を支援します。 

 

 

（４）子育て世帯への経済的支援 

 

新規 7） 多胎児家庭支援事業 開始年度：令和３年度～ 

所管課：保健センター、育成課 

 

【事業概要】 

家事支援や外出時の補助を行う家庭サポーターを派遣するとともに、面接及び母

子保健事業利用時の移動に要する費用を助成します。 

【取組の方向】 

 多胎児を養育する家庭に特有の負担・困難に対して支援を行い、多胎児家庭が安心

して子育てすることのできる環境を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規掲載事業 

第二期計画書：Ｐ.26 掲載 
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基本目標２：すこやか子育て！             

（１）母子の健康づくりの推進 

 

拡充 １） 妊婦健康診査事業 拡充年度：令和４年度～ 

所管課：子ども家庭支援課 

 

【事業概要】 

妊婦健康診査 14 回と超音波検査・子宮頸がん検診費用の一部を助成することに

より、妊娠中の健康管理を充実させます。 

令和 4 年度から、多胎妊娠の方が 14 回より多い回数の妊婦健診を受診した場合、

事後申請により追加で 15～19 回分を償還払いすることとし、より制度を拡充いた

します。 

【取組の方向】 

 定期的に妊婦健康診査を受診することにより、安全な出産ができるようにします。 

 

 

拡充 15） 親と子の食育推進事業 拡充年度：令和３年度～ 

所管課：健康づくり課、保健センター 

 

【事業概要】 

幼児向け食事バランスガイドコマの貸出しや教材の提供を通して、保育所等にお

ける食育の推進を支援します。 

また、家庭での食育を推進するため、３歳児健診で幼児向けと保護者向けの食育教

材を配布し、普及啓発を図ります。 

【取組の方向】 

 引き続き、園児と保護者に対し、食育の知識を普及します。 

 

 

拡充 18） 子ども医療費助成事業 拡充年度：令和５年度～ 

所管課：子育て支援課 

 

【事業概要】 

高校生等（18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日）までの子どもに対し、食事

療養費自己負担分、差額ベッド代等を除いた保険診療自己負担分の助成を行い、医療

費負担を軽減します。 

【取組の方向】 

 引き続き、制度の周知を行い、着実に事業を実施します。 

 
 

第二期計画書：Ｐ.40 掲載 

第二期計画書：Ｐ.45 掲載 

第二期計画書：Ｐ.44 掲載 
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基本目標４：あんしん子育て！             

（２）子どもの安全の確保 

 

拡充 ２） 交通安全運動の推進 拡充年度：令和４年度～ 

所管課：交通政策課、交通安全対策担当課 

 

【事業概要】 

交通安全のための知識の向上、チャイルドシートの正しい使用の徹底、自転車乗車

時のヘルメット着用等、自転車の安全利用の推進のために、広報かつしか等による周

知、交通安全運動、交通安全教室により、子どもと子育て家庭の交通事故防止を推進

します。令和４年度からは、中学校にのみ実施していた交通安全教室を、小学校から

高校までに拡大します。 

【取組の方向】 

 事業概要の趣旨を踏まえて、引き続き、着実に事業を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二期計画書：Ｐ.58 掲載 
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基本目標５：みんなで子育て！             

（１）確かな学力・体力向上に向けた子どもの育成 

 

再編 1） 総合的な学力向上事業 再編年度：令和３年度～ 

所管課：指導室 

 

【事業概要】 

これまでの学力向上の取組をさらに発展させるとともに、子ども一人一人の学び

の充実、授業の充実、教員の指導力向上を図ります。 

【取組の方向】 

 ＩＣＴの活用による子ども一人一人の個別最適な学びの実現や、情報活用能力の

向上のための取組を進めます。また、ＩＣＴを活用した教員の指導力向上や、ＰＤＣ

Ａサイクルに基づいた授業改善の取組を推進します。さらに、小学校の学習指導補助

員の配置、中学校における家庭学習の取組、タブレット端末を活用した自学自習の取

組を総合的に進めます。 

※第二期計画では「葛飾学力伸び伸びプランの推進」として掲載。 

 

再編 ７） 不登校対策プロジェクト 再編年度：令和３年度～ 

所管課：学校施設担当課、学務課、 

学校教育支援担当課     

【事業概要】 

不登校やその傾向にある子ども一人一人の状況に応じた支援策について、教員経

験者と心理専門員が学校と定期的に協議し、学校が家庭と連携して子どもの将来に

向けた社会的な自立を支援します。 

また、登校できない状況にある子どものため、「ふれあいスクール明石（適応指導

教室）」を運営するとともに、登校はできるものの教室に入ることができない子ども

を支援するための「校内適応教室」を計画的に増設していきます。 

【取組の方向】 

 令和２年度の不登校児童・生徒の出現率は、小・中学校共に増加していますが、復

帰率は小・中学校共に増加しています。不登校は、その要因や背景が多様化、複雑化

していることから、今後もスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等

の専門性のあるスタッフとの連携を強化し、適切な支援策を講じます。 

適応指導教室（ふれあいスクール明石）において様々な要因等により、登校できな

い状況にある児童・生徒に対して、自発的な学習や体験的な学習の場を提供するとと

もに、心理専門員による一人一人の状況に応じた支援を行います。 

校内適応教室を 10 校から 12 校に増設し、登校はできるものの、教室に入ること

ができない児童・生徒の学級復帰を支援します。また、令和６年度に向けて新たな２

校の増設準備を進めます。 

※第二期計画では「いじめ・不登校への対応」として掲載。 

第二期計画書：Ｐ.63 掲載 

第二期計画書：Ｐ.65 掲載 
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再編 ８） いじめ防止対策プロジェクト 再編年度：令和３年度～ 

所管課：学校教育支援担当課 

 

【事業概要】 

区、学校、地域が連携・協力して、いじめ防止の徹底を図るほか、いじめの兆候が

見えた場合は、当該学校において速やかに学校いじめ対策委員会で協議し、早期に組

織的な対応を行います。 

また、学校の適切な初動対応のため、引き続き学校現場の相談を受け、問題解決を

図るためのスクールロイヤーを配置します。 

【取組の方向】 

 令和２年度のいじめの解消率については中学校は増加した一方、小学校は減少し

ています。また、本区のいじめの認知件数は、小・中学校共に減少傾向であり、学校

において積極的にいじめを認知する意識の向上と解消への取組が課題であり、「葛飾

区いじめの未然防止・早期発見・早期対応スタンダード」の活用を行い、解消率の向

上を図ります。 

総合教育センター内に「スクールロイヤー」を配置し、複雑化するいじめの問題等

に学校が迅速かつ適切に対応するための支援を行います。 

葛飾区いじめ問題対策連絡協議会において、いじめに適切に対応するため、関係機

関との連携を図るとともに、本区のいじめ防止等の対策について協議していきます。 

葛飾区教育委員会いじめ問題対策委員会において、いじめ防止等の対策について審

議します。また、いじめ防止対策推進法第 28 条に規定する重大事態が発生した際は

迅速に対応するとともに、状況に応じて、調査を要請していきます。 

 

※第二期計画では「いじめ・不登校への対応」として掲載。 

 

拡充 12） 特別支援教育の充実 拡充年度：令和４年度～ 

所管課：学校教育支援担当課 

 

【事業概要】 

教育委員会と福祉・医療等の関係機関との、より一層の連携・協力を進め、乳幼児

期から青年期に至るまでの一貫した教育支援を行います。 

また、学校における子ども一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導や支援を

進めるために、教育委員会内の体制を充実します。 

【取組の方向】 

 知的障害のない、自閉症の可能性がある児童・生徒を対象に、自閉症・情緒障害特

別支援学級を高砂小・中学校に加え、新たに清和小学校及び立石中学校に設置し、小・

中学校各 2 校で実施します。 

 

 

  

第二期計画書：Ｐ.66 掲載 

第二期計画書：Ｐ.65 掲載 
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拡充 13） 
かつしかグローバル人材育成事業 

（英語によるコミュニケーション能力育成） 

拡充年度： 

令和４年度～ 

所管課：指導室 

 

【事業概要】 

これからの社会をたくましく生き抜くことができる人材を育成することを目指し、

「英語によるコミュニケーション能力」を育成できる環境を整備するとともに、そこ

で得られた資質や能力が十分に発揮できる取組を実施します。 

【取組の方向】 

 中学校では、イングリッシュキャンプや中学生海外派遣、海外とのオンライン交

流、英語検定料の助成等、外国語に関する学習意欲を高める取組を行います。 

 また、小学校では、体験型英語学習施設「TOKYO GLOBAL GATEWAY（東京グロ

ーバルゲートウェイ）」のプログラム体験、「English Day」を設定し、外国語科及

び外国語活動の授業を積極的に公開し、充実を図ります。 

 

 

（２）家庭・地域による子どもの育ち支援 

 

拡充 20） かつしかっ子ブック事業 拡充年度：令和３年度～ 

所管課：中央図書館 

 

【事業概要】 

児童が読書に親しむ機会を積極的に支援するため、教育長からのメッセージを添

えた「かつしかっ子ブック」を成長の節目を迎える小学校１年生にお渡しします。入

学時に、教育委員会が勧める図書リストから児童に希望の本を選んでもらい、読書手

帳とともに、学校等を通じてお渡しします。 

また、区内公立中学校１年生一人一人に電子書籍を活用していただくため利用者

ID とパスワードを配布し、電子書籍の積極的な利用を支援するため職員が中学校を

訪問し利用の説明を行います。 

【取組の方向】 

 ブックスタート、セカンドブックの２つの事業とともに、年齢にふさわしい本を１

冊渡し、この事業を機会に読書に親しんでもらえるように努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二期計画書：Ｐ.66 掲載 

第二期計画書：Ｐ.74 掲載 
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基本目標６：つながる子育て！             

（２）障害児支援施策の推進 

 

新規 ６） 居宅訪問型児童発達支援事業 開始年度：令和４年度～ 

所管課：障害者施設課 

 

【事業概要】 

障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な重度障害のある児

童に対し、子ども発達センターの職員が居宅を訪問し、訓練等の支援をすることで、

社会生活の幅が広がることを目指します。 

【取組の方向】 

 居宅を訪問し、訓練等を提供し発達を促します。 

 

 

（３）ひとり親家庭に対する支援の充実 

 

新規 ４） 養育費の受け取り支援事業 開始年度：令和３年度～ 

所管課：子ども応援課 

 

【事業概要】 

ひとり親世帯の経済的負担の軽減や子どもが健やかに成長できるよう、養育費の

取決めの重要性を啓発するとともに、公正証書の作成に係る費用や、養育費立替保証

に係る契約に必要となる初回の保証料の一部を助成します。 

【取組の方向】 

 子どもが家庭の事情に左右されず、安定した生活を送れるように養育費の受け取

りについて支援を行います。 

 

 

 

 

 

  

新規掲載事業 

新規掲載事業 
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＜参考＞ 

令和５年度予算案概要（子育て関連新規・拡大事業抜粋） 
 

※各事業名の末尾にある【新規】【拡大】は、予算案概要における分類表記です。 

※予算案概要の各事業の説明において、第二期計画及び本書における事業概要の説明と重複

している箇所は割愛しています。 

 

くらしまるごと支援体制の強化【新規】 所管課 福祉管理課 

複雑化・複合化する福祉の各分野を超えた様々な課題に対応するため、本人・世帯の属

性にかかわらず受け止める相談支援体制の整備、様々な地域資源を開拓しながら地域社会

とのつながりを回復するための支援（参加支援）、地域社会からの孤立を防ぎ、地域におけ

る多世代の交流や多様な活躍の場を確保する地域づくりに向けた支援の３つの取組を推進

することで、一人一人の実情に寄り添った支援体制を構築していきます。  

 

出産・子育て応援ギフト給付事業【新規】 所管課 

青戸保健センター 

育成課 

子ども家庭支援課 

妊娠中や出産後における支援の充実を図るため、妊娠届出時と出生届出後に保健師等の

専門職による面談を受けた妊婦や子育て世帯に対し、出産・子育て応援ギフトを給付しま

す。 

（１）出産応援ギフト 

対象：令和５年４月から９月までに妊娠届出及び面談を行った妊婦 

ギフト内容：妊婦１人当たり５万円相当 

（２）子育て応援ギフト 

対象：令和５年４月から９月までに出生届出及び面談を行った養育者 

ギフト内容：児童１人当たり５万円相当 

 

かつしか出産応援給付⾦給付事業【新規】 所管課 子育て支援課 

子どもを産み育てる子育て世帯を応援するため、出生した児童を養育する方に対し、区

独自の給付金を支給します。 

対象：令和５年４月１日以降に生まれる児童を養育する方 

支給額：児童１人当たり５万円 
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妊婦健康診査事業【拡大】 所管課 子ども家庭支援課 

妊婦超音波検査は胎児の発育状況を確認するために重要であることから、令和５年度は、

超音波検査の公費負担回数を２回から４回に拡大するとともに、健診での超音波検査の必

要回数が多い多胎妊婦については６回に拡大します。  

 

多胎児用ベビーカー購入等費用助成事業【新規】 所管課 育成課 

多胎児を養育する家庭に対し多胎児用ベビーカーの購入・レンタル費用を助成すること

により、経済的負担の軽減を図るとともに、外出支援を行います。 

対象：３歳未満の多胎児を養育する世帯 

補助率：１／２ 

補助限度額：１世帯当たり３万円 

 

家庭保育の子どもの預かりサービス 

（⼀時保育事業利用支援）【新規】 
所管課 子育て支援課 

子育て世帯への支援を広げ、子育てしやすい環境づくりを進めるため、保護者の就労状

況等によらず、家庭で子どもを保育している保護者でも保育所等を利用できる保育サービ

スを実施します。 

令和５年度は、現行の一時保育事業を活用し、家庭保育を行っている保護者に対して保

育所等の利用料を助成します。 

 

家事サポーター派遣事業【拡大】 所管課 育成課 

現在実施している多胎児家庭家事サポーター派遣事業に加えて、３歳未満の子どもを育

てるすべての世帯へ、家事サポーターの派遣費用を助成することで、日常の家事支援や外

出時の補助を行い、妊娠・子育てに伴う身体的・精神的負担や外出の困難さの軽減を図り

ます。 

対象：３歳未満の子どもを養育する世帯及び多胎妊婦 

補助額：2,700 円／時間 

自己負担額：300 円／時間 

上限時間：20 時間～240 時間／年 ※子どもの数や年齢により変動 
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特色ある幼児教育の推進【新規】 所管課 子育て支援課 

私立幼稚園・認定こども園が行う特色ある幼児教育の取組を、区独自の助成で後押しす

るとともに、幼児教育を経て培う「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を事例として

視覚化し情報発信することで、幼児教育の理解を深め、幼小の円滑な接続に寄与します。 

対象園：私立幼稚園・認定こども園 

補助率：10／10 

補助上限：300 万円／園 

 

保育所等の指導検査体制の強化【新規】 所管課 育成課 

子ども・子育て支援法に基づき、保育所等に対して設備及び運営に関する基準等の適合

状況や実施状況を確認するとともに、必要な指導・助言を行い、保育サービスの質の確保

等を図ります。 

令和５年 10 月１日に児童相談所・一時保護所が開設されるため、体制を強化し、設置後

は児童福祉法に基づく指導検査を実施します。 

 

学校施設を活用した放課後子ども支援事業【拡大】 所管課 地域教育課 

全ての小学校のわくわくチャレンジ広場に外国人の英語指導員を派遣し、学童保育クラ

ブと連携しながら、月に２回程度、生きた英語に接する機会を設けていきます。 

 

かつしか子ども応援事業【拡大】 所管課 子ども応援課 

令和５年度は、高校中退者等が、これからの社会を支える担い手としてより良い条件で

の就業につながるよう、高等学校卒業程度認定試験合格に向けた講座の受講費用の一部を

助成します。 

補助上限額：通学及び通信制 30 万円、通信制のみ 15 万円 

 

ヤングケアラー等支援事業【新規】 所管課 子ども応援課 

本来大人が担うと想定されているような、家事や家族の世話などを行っている子ども「ヤ

ングケアラー」について、社会的認知度を向上させるための周知啓発や、ヤングケアラー

やその家族への支援を行う団体へ運営費の助成等を行います。 
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総合的な学力向上事業 

〜次代に活躍する人材の育成〜【拡大】 
所管課 指導室 

令和５年度は、中学校における自学自習をさらに推進するために、夏季休業期間に 10 日

間学習センター（学校図書館）を開館するとともに学習指導員を配置します。また、朝学

習の時間や家庭学習で、タブレット端末を活用して学習できる映像教材を一部の中学校に

モデル導入します。 

 

かつしかグローバル人材育成事業【拡大】 所管課 指導室 

（１）夏季休業期間中の英語宿泊体験活動（イングリッシュキャンプ）の実施 

福島県「ブリティッシュヒルズ」において、中学１・２年生 100 人を対象とした英

語だけで生活する体験活動を行います。ロールプレイなどを取り入れている施設独自

の体験プログラムにより、普段の授業では体験できない時間を過ごし、コミュニケー

ション能力の向上を図ります。 

（２）ALT を配置した外国語科及び外国語活動 

小学１年生から中学３年生までの義務教育９年間を通したカリキュラムにより、英

語教育を更に充実させるため、５年度は小学１・２年生の ALT による英語に親しむ時

間を新たに設けるとともに、３年生から６年生の ALT の配置時間数を増やします。ま

た、特別活動として実施する英語クラブへの配置も可能とします。 

（３）英語検定料助成 

中学２・３年生を対象に１回分の英語検定料を助成します。 

（４）地域英語教材の活用 

小学６年生・中学１・２年生を対象に、区独自の地域英語教材を活用した授業を実

施します。 

（５）英語体験プログラムの実施 

小学校及び保田しおさい学校の５・６年生に加え、令和５年度は中学１年生を対象

に、体験型英語学習施設「TOKYO GLOBAL GATEWAY」を活用した英語体験プログラ

ムを実施します。この体験を通し、５年生では英語への興味・関心を高め、６年生では

英語の表現力を伸ばし、中学１年生では小学校で培った表現力を更に伸ばし、英語に

よるコミュニケーション能力の定着を図ります。 

（６）中学生海外交流の実施 

中学２年生を対象に年２回、タブレット端末等の ICT 機器を活用して、外国の現地

学生とのオンラインによる交流を実施します。 
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水泳指導の充実【拡大】 所管課 
学校施設担当課 

学校教育推進担当課 

近年、雨天や低温に加え、熱中症予防対策の必要性の高まりなどにより計画的な水泳指

導の実施が難しくなってきています。そのため、区総合スポーツセンターや民間事業者の

屋内温水プールを活用し、天候等の影響を受けない計画的な実施とともに、教員の授業計

画のもとで複数のインストラクターも加わる水泳指導の実施体制への移行を推進していま

す。 

令和５年度は、試行等を含めて 24 校が学校外の屋内温水プールを活用して水泳指導を

実施します。また、受入先として、新宿地区に優先して学校が利用できる新たな屋内温水

プールの整備を進めます。 

 

日本語指導の充実【拡大】 所管課 
学務課 

学校教育支援担当課 

令和５年度は、新たに夏季休業中に日本語の初期指導が必要な児童・生徒を対象に日本

語の理解を深める講座を行います。 

 

学校適正規模の推進【新規】 所管課 学校環境整備担当課 

葛飾区学校適正規模等に関する方針を踏まえ、学校の適正規模を確保し、子どもたちの

教育環境の充実に向けた取組を検討します。 

令和５年度は、東四つ木地域（木根川小学校、渋江小学校、中川中学校）において、地域

の方々と協議しながら学校適正規模に向けた取組の検討を進めます。 

 

学校給食費の完全無償化【新規】 所管課 学務課 

区立学校の設置者として、学校給食を安定的に供給することにより、児童及び生徒の心

身の健全な発達を促すとともに、教育環境の一層の充実を図ることを目的に、学校給食費

の完全無償化を実施します。 

対象：葛飾区立小・中学校に在籍する児童・生徒に係る学校給食費 

（葛飾区立学校以外の学校に通学する場合、又は、アレルギー、宗教、その他の理

由で給食を食べない場合は対象外とする。） 

 

 

 

 

  



 

26 

第４章 量の見込み及び確保方策 
 

１．見直しの範囲について               

  今回の見直しでは、特に乳幼児人口の推計が実績と乖離していたことから、「教育・保育

の量の見込み及び確保方策」の全般を見直すとともに、「地域子ども・子育て支援事業の量

の見込み及び確保方策」についても、第二期計画策定後の事業実績を反映して計画値を見

直しました。見直しの内容は以下のとおりです。 

 

 ①教育・保育の量の見込み及び確保方策 

   新型コロナウイルス感染症拡大後の出生数の動向を踏まえて見直した乳幼児人口推計

（P.６）をもとに、現在の教育・保育需要を反映させて、全区域において量の見込みを見

直しました。 

   確保方策は、令和４年４月時点の教育・保育定員に今後の整備見込みを加えた定員量

としています。 

 

  ②地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保方策 

   地域子ども・子育て支援事業に該当する以下の 13 事業について、見直し後の乳幼児人

口推計や事業実績を踏まえ、新型コロナウイルス感染症拡大後の影響も鑑み、下線のあ

る事業について量の見込みと確保方策を見直しました。 
   

１．利用者支援事業 

２．時間外保育事業 

３．放課後児童健全育成事業（学童保育クラブ事業） 

４．子育て短期支援事業（ショートステイ事業･トワイライトステイ事業） 

５．地域子育て支援拠点事業（子育てひろば事業） 

６．一時預かり事業 

７．病児・病後児保育事業 

８．子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

９．乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業） 

10．養育支援訪問事業 

11．妊婦健康診査事業 

12．実費徴収に係る補足給付を行う事業 

13．多様な主体の参入促進事業 

  （一重線は量の見込みのみ見直し、二重線は量の見込み・確保方策ともに見直し） 
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２．教育・保育の量の見込み及び確保方策        

（１）中間見直しにおける教育・保育の確保方策の概要 

 

（単位：人） 

確保方策（定員） 区域 
計画 

開始時 

令和４年 

４月時点 

実績 

第二期計画の 

確保方策 

見直し後の 

確保方策 
計画開始

時からの

増減 
令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

1 
教育・保育施設 

（保育所、認定こども園） 

区全域 11,822  12,343  13,021 13,021 12,428  12,428  606  

東部 2,759  2,898  3,018 3,018 2,898  2,898  139  

西部 3,582  3,596  3,672 3,672 3,611  3,611  29  

南部 3,327  3,463  3,655 3,655 3,527  3,527  200  

北部 2,154  2,386  2,676 2,676 2,392  2,392  238  

2 

地域型保育事業 

（小規模保育事業、 

家庭的保育事業等） 

区全域 369  355  424 424 330  330  -39 

東部 3  3  21 21 0  0  -3  

西部 154  149  172 172 149  149  -5  

南部 152  152  171 171 133  133  -19  

北部 60  51  60 60 48  48  -12  

3 その他（認証保育所） 

区全域 289  286  289 289 286  286  -3  

東部 30  34  30 30 34  34  4  

西部 178  170  178 178 170  170  -8  

南部 81  82  81 81 82  82  1  

北部 0  0  0 0 0  0  0  

合計 区全域 12,480  12,984 13,734 13,734 13,044  13,044  564  
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（２）教育・保育の量の見込みと確保方策【区全域】 

 

 ＜表の見方＞ 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

令和 

５年度 

支給認定区分 第１号 第２号 第３号 

年齢 満３歳以上 
満３歳未満 

１・２歳 ０歳 

区分 教育 保育 

第
二
期
計
画 

量の見込み 
4,360 621 5,840 4,569 1,241 

4,981 11,650 

確保合計 6,494 
7,763 4,702 1,269 

13,734 

見
直
し
後 

量の見込み 
3,588  511  6,002  4,016  1,078  

4,099  11,096  

確保 

方策 

教育・保育施設 2,029  7,359  3,956  1,113  

地域型保育施設   0  277  53  

その他 4,255  79  163  44  

確保合計 6,284  
7,438  4,396  1,210  

13,044  

 

 

 

 

  

❶ 計画年度 

❸ 利用見込み数（一つの表に教育・保育が併記される場合のみ、区分を明記） 

❷ 支給認定／年齢区分 

 ・第１号＝教育利用（満３歳以上） 

 ・第２号＝保育利用（満３歳以上） 

 ・第３号＝保育利用（満３歳未満） 

❽ 確保定員数の合計 

❹ 施設・事業区分 

 ・教育・保育施設：新制度に移行した幼稚園、保育所、認定こども園 

 ・地域型保育事業：小規模保育事業所、家庭的保育事業所 

 ・その他：認証保育所、幼稚園（第１号のみ） 

❻ 利用見込み数❸に対する幼

稚園における確保定員数 

❺ 利用見込み数❸に対する教育・保育施設、

地域型保育事業における確保定員数 

❼ 利用見込み数❸に対する認証

保育所における確保定員数 

※確保定員数は令和５年１月末現在における認可定員の見込み。 
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【区全域】 

 

（単位：人） 

令和 

５年度 

支給認定区分 第１号 第２号 第３号 

年齢 満３歳以上 
満３歳未満 

１・２歳 ０歳 

区分 教育 保育 

第
二
期
計
画 

量の見込み 
4,360 621 5,840 4,569 1,241 

4,981 11,650 

確保合計 6,494 
7,763 4,702 1,269 

13,734 

見
直
し
後 

量の見込み 
3,588  511  6,002  4,016  1,078  

4,099  11,096  

確保 

方策 

教育・保育施設 2,029  7,359  3,956  1,113  

地域型保育施設   0  277 53  

その他 4,255  79  163  44  

確保合計 6,284  
7,438  4,396  1,210  

13,044  
        

令和 

６年度 

支給認定区分 第１号 第２号 第３号 

年齢 満３歳以上 
満３歳未満 

１・２歳 ０歳 

区分 教育 保育 

第
二
期
計
画 

量の見込み 
4,394 626 5,882 4,468 1,244 

5,020 11,594 

確保合計 6,494 
7,763 4,702 1,269 

13,734 

見
直
し
後 

量の見込み 
3,441  490  5,753  3,952  1,066  

3,931  10,771  

確保 

方策 

教育・保育施設 2,029  7,359  3,956  1,113  

地域型保育施設   0  277 53  

その他 4,255  79  163  44  

確保合計 6,284  
7,438 4,396  1,210  

13,044  

 

 

  

第二期計画書：Ｐ.90 掲載 



 

30 

（３）教育利用に係る量の見込みと確保方策 

 

    （単位：人） 

令和５年度 

支給認定区分 第１号 第２号 

年齢 満３歳以上  

第
二
期
計
画 

量の見込み 
4,360 621  

4,981  

確保合計 6,494  

見
直
し
後 

量の見込み 
3,588  511   

4,099   

確保 

方策 

教育・保育施設 2,029   

その他 4,255   

確保合計 6,284   

     

令和６年度 

支給認定区分 第１号 第２号  

年齢 満３歳以上 
 

 

第
二
期
計
画 

量の見込み 
4,394 626  

5,020  

確保合計 6,494  

 
 

 

見
直
し
後 

量の見込み 
3,441  490   

3,931   

確保 

方策 

教育・保育施設 2,029   

その他 4,255   

 確保合計 6,284   
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（４）保育利用に係る量の見込みと確保方策（４区域別） 

 

 

東部地域 
    （単位：人） 

令和５年度 

支給認定区分 第２号 第３号 

年齢 満３歳以上 
満３歳未満 

１・２歳 ０歳 

第
二
期
計
画 

量の見込み 
1,402 1,012 279 

2,693 

確保合計 
1,765 1,031 273 

3,069 

見
直
し
後 

量の見込み 
1,312  843  229  

2,384  

確保 

方策 

教育・保育施設 1,704  943  251  

地域型保育施設 0  0  0  

その他 10  19  5  

確保合計 
1,714  962  256  

2,932  
      

令和６年度 

支給認定区分 第２号 第３号 

年齢 満３歳以上 
満３歳未満 

１・２歳 ０歳 

第
二
期
計
画 

量の見込み 
1,404 996 280 

2,680 

確保合計 
1,765 1,031 273 

3,069 

見
直
し
後 

量の見込み 
1,229  836  229  

2,294  

確保 

方策 

教育・保育施設 1,704  943  251  

地域型保育施設 0  0  0  

その他 10  19  5  

確保合計 
1,714  962 256  

2,932  
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西部地域 
     （単位：人） 

令和５年度 

支給認定区分 第２号 第３号 

年齢 満３歳以上 
満３歳未満 

１・２歳 ０歳 

第
二
期
計
画 

量の見込み 
1,544 1,399 422 

3,365 

確保合計 
2,202 1,413 407 

4,022 

見
直
し
後 

量の見込み 
1,869  1,276  369  

3,514  

確保 

方策 

教育・保育施設 2,119  1,163  329  

地域型保育施設 0  126  23  

その他 51  93  26  

確保合計 
2,170 1,382 378 

3,930 
      

令和６年度 

支給認定区分 第２号 第３号 

年齢 満３歳以上 
満３歳未満 

１・２歳 ０歳 

第
二
期
計
画 

量の見込み 
1,566 1,404 423 

3,393 

確保合計 
2,202 1,413 407 

4,022 

見
直
し
後 

量の見込み 
1,812  1,263  367  

3,442  

確保 

方策 

教育・保育施設 2,119  1,163  329  

地域型保育施設 0  126  23  

その他 51  93  26  

確保合計 
2,170  1,382  378  

3,930  
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南部地域 
     （単位：人） 

令和５年度 

支給認定区分 第２号 第３号 

年齢 満３歳以上 
満３歳未満 

１・２歳 ０歳 

第
二
期
計
画 

量の見込み 
1,588 1,296 340 

3,224 

確保合計 
2,232 1,329 346 

3,907 

見
直
し
後 

量の見込み 
1,618  1,116  295  

3,029  

確保 

方策 

教育・保育施設 2,139  1,089  299  

地域型保育施設 0  111  22  

その他 18  51  13  

確保合計 
2,157  1,251  334  

3,742  
      

令和６年度 

支給認定区分 第２号 第３号 

年齢 満３歳以上 
満３歳未満 

１・２歳 ０歳 

第
二
期
計
画 

量の見込み 
1,604 1,266 341 

3,211 

確保合計 
2,232 1,329 346 

3,907 

見
直
し
後 

量の見込み 
1,573  1,084  287  

2,944  

確保 

方策 

教育・保育施設 2,139  1,089  299  

地域型保育施設 0  111  22  

その他 18  51  13  

確保合計 
2,157  1,251  334  

3,742  
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北部地域 
     （単位：人） 

令和５年度 

支給認定区分 第２号 第３号 

年齢 満３歳以上 
満３歳未満 

１・２歳 ０歳 

第
二
期
計
画 

量の見込み 
1,306 862 200 

2,368 

確保合計 
1,564 929 243 

2,736 

見
直
し
後 

量の見込み 
1,203  781  185  

2,169  

確保 

方策 

教育・保育施設 1,397  761  234  

地域型保育施設 0  40  8  

その他 0  0  0  

確保合計 
1,397  801  242  

2,440  
      

令和６年度 

支給認定区分 第２号 第３号 

年齢 満３歳以上 
満３歳未満 

１・２歳 ０歳 

第
二
期
計
画 

量の見込み 
1,308 802 200 

2,310 

確保合計 
1,564 929 243 

2,736 

見
直
し
後 

量の見込み 
1,139  769  183  

2,091  

確保 

方策 

教育・保育施設 1,397  761  234  

地域型保育施設 0  40  8  

その他 0  0  0  

確保合計 
1,397  801  242  

2,440  
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３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保方策 

（１）地域子ども・子育て支援事業の確保方策の概要 

 

事業名 目標単位 
計画 

開始時 

令和３年度 

実績 

見直し後の 

令和６年度 

確保方策 

計画開始

時からの

増減 

1 利用者支援事業 

特定型 施設数 1 1 1 0 

母子保健型 施設数 12 12 12 0 

2 時間外保育事業 施設数 106 129 131 25 

3 
放課後児童健全育成事業 

（学童保育クラブ事業） 
入会児童数 4,775 4,884 5,345 570 

4 子育て短期支援事業 

ショート 

ステイ事業 
施設数 1 1 1 0 

トワイライト 

ステイ事業 
施設数 1 1 1 0 

5 
地域子育て支援拠点事業 

（子育てひろば事業） 
施設数 51 50 52 1 

6 一時預かり事業 

幼稚園等 施設数 29 29 32 3 

保育所等 施設数 36 37 38 2 

7 病児・病後児保育事業 施設数 11 11 11 0 

8 
子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター事業） 
年間延べ利用人数 2,159 1,282 1,829 -330 

9 
乳児家庭全戸訪問事業 

（こんにちは赤ちゃん訪問事業） 
訪問指導員数 23 21 23 0 

10 養育支援訪問事業 事業者数 6 6 6 0 

11 妊婦健康診査事業 

妊婦健診回数 14 14 14 0 

超音波検査回数 1 2 2 1 

12 実費徴収に係る補足給付を行う事業 
国の幼児教育・保育の無償化制度の実施により、 

副食費の免除対象者分の補助として活用 

13 多様な主体の参入促進事業 
民間事業者による 

保育所等設置件数 
― 2 0 9 

 

 

※計画開始時の学童保育クラブ入会児童数は平成 31 年４月１日現在 

※計画開始時の子育て援助活動支援事業の年間延べ利用人数は、平成 29 年度実績 

第二期計画書：Ｐ.102 掲載 
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（２）地域子ども・子育て支援事業の需給計画（量の見込みと確保方策） 

 

事業名 実施時期（年度） 

令和 

３年度 

実績 

計画値 見直し 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

1 利用者支援事業 

特定型 

量の見込み （施設数）  1 1 見直しなし 

確保方策 （施設数） 1 1 1 見直しなし 

母子 

保健型 

量の見込み （施設数）  12 12 見直しなし 

確保方策 （施設数） 12 12 12 見直しなし 

2 時間外保育事業 

量の見込み 

（人） 

 

3,388 3,388 3,573  3,584 

（施設数） 127 127 131  131 

確保方策 （施設数） 129 127 127 131  131 

3 
放課後児童健全育成事業 

（学童保育クラブ事業） 

量の見込み （人）  5,278 5,278 5,251 5,345 

内訳 

小学校１年生 

 

1,757 1,757 1,798 1,830 

小学校２年生 1,647 1,647 1,635 1,664 

小学校３年生 1,293 1,293 1,262 1,284 

小学校４年生 449 449 430 438 

小学校５年生 100 100 97 99 

小学校６年生 32 32 29 30 

確保方策 （人） 4,884 5,175 5,278 5,251 5,345 

4 
子育て短期支援

事業 

ショート 

ステイ事業 

量の見込み （延べ人数）  604 604 1,058 1,058 

確保方策 

（延べ人数） 1,795 1,795 1,795 見直しなし 

（施設数） 1 1 1 見直しなし 

トワイライト 

ステイ事業 

量の見込み （延べ人数）  244 244 311 311 

確保方策 

（延べ人数） 3,590 3,590 3,590 見直しなし 

（施設数） 1 1 1 見直しなし 

5 
地域子育て支援拠点事業 

（子育てひろば事業） 

量の見込み 

（延べ人数） 

 

206,700 206,700 117,686 141,192 

（施設数） 53 53 52 52 

確保方策 （施設数） 50 53 53 52 52 
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事業名 実施時期（年度） 

令和 

３年度 

実績 

計画値 見直し 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

6 一時預かり事業 

幼稚園等 

量の見込み （延べ人数） 

 

185,751 185,751 132,668 140,513 

内、定期 

利用保育 
（延べ人数） 26,250 26,250 12,917 13,681 

確保方策 

（延べ人数） 118,268 170,526 185,751 132,668 140,513 

（施設数） 29 29 29 31 32 

保育所等 

量の見込み （延べ人数）  28,860 28,860 18,551 20,983 

確保方策 

（延べ人数） 14,500 28,860 28,860 20,301 20,301 

（施設数） 37 39 39 38 38 

7 病児・病後児保育事業 

量の見込み （延べ人数）  4,065 4,065 2,427 2,356 

確保方策 

（延べ人数） 10,368 11,328 11,328 10,560 10,560 

（施設数） 11 12 12 11 11 

8 

子育て援助活動支

援事業 

（ファミリー・サポー

ト・センター事業） 

就学前児童 

預かり 
量の見込み 

（延べ人数） 

 

1,166 1,166 749 749 

就学児童 

預かり 
（延べ人数） 1,159 1,159 1,080 1,080 

    確保方策 （延べ人数） 1,282 2,325 2,325 1,829 1,829 

9 
乳児家庭全戸訪問事業 

（こんにちは赤ちゃん訪問事業） 

量の見込み （人）  3,621 3,630 2,657 2,627 

確保方策 
（訪問指導員

数） 
21 23 23 見直しなし 

10 養育支援訪問事業 

量の見込み 

（延べ人数） 

 

489 489 380 380 

（事業者数） 6 6 見直しなし 

確保方策 （事業者数） 6 6 6 見直しなし 

11 妊婦健康診査事業 

量の見込み （初回健診数）  3,630 3,644 2,989 2,972 

確保方策 

（妊婦健診 
実施回数） 

14 14 14 見直しなし 

（超音波検査 

実施回数） 
2 2 2 見直しなし 

12 
実費徴収に係る補足給付を行う事

業 
確保方策 （実施内容） 

国の幼児教育・保育の無償化制度の実施により、副食

費の免除対象者分の補助として活用 

13 多様な主体の参入促進事業 

量の見込み 

（民間事業者に
よる保育所等
設置件数） 

 0 0 見直しなし 

確保方策 

（民間事業者に
よる保育所等
設置件数） 

2 0 0 見直しなし 
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１．第二期計画中間見直しの策定経過             

 

＜葛飾区子ども・子育て会議＞ 

開催年月 主な議題 

第 37 回 
子ども・子育て会議 

令和４年６月29日（水） 

ο 葛飾区子ども・子育て支援事業計
画の中間年の見直しについて 

ο 第二期市町村子ども・子育て支援
事業計画等に関する中間年の見直
しのための考え方 

第 38 回 
子ども・子育て会議 

８月29日（月） 

ο 葛飾区の子ども・子育てに関わる
概況の更新について 

ο 乳幼児人口推計の見直し（案）に
ついて 

ο 量の見込みと確保方策の見直し
（案）について 

第 39 回 
子ども・子育て会議 

 11月２日（水） 
ο 第二期葛飾区子ども・子育て支援

事業計画中間見直し（素案）につ
いて 

第 40 回 
子ども・子育て会議 

令和５年１月18日（水） 
ο 第二期葛飾区子ども・子育て支援

事業計画中間見直し（案）につい
て 

 

＜葛飾区子ども・子育て会議作業部会＞ 

開催年月 議題 

令和４年度第１回 
作業部会 

令和４年７月29日（金） 

ο 葛飾区の子ども・子育てに関わる
概況の更新について 

ο 乳幼児人口推計の見直しについ
て 

ο 量の見込みの算出方法（案）につ
いて 

令和４年度第２回 
作業部会 

８月22日（月） 

ο 葛飾区の子ども・子育てに関わる
概況の更新について 

ο 乳幼児人口推計及び量の見込み
と確保方策の見直し（案）につい
て 

令和４年度第３回 
作業部会 

10月19日（水） 
ο 量の見込み及び確保方策（13 事

業）の見直しについて 
ο 計画事業の見直しについて 
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＜庁内検討＞ 

開催年月 主な議題 

令和４年度第１回 
子育て支援推進本部
幹事会 

令和４年11月7日（月） 
ο 第二期葛飾区子ども・子育て支援

事業計画の中間年の見直しについ
て 

令和４年度第１回 
子育て支援推進本部
会議 

11月22日（火） 
ο 第二期葛飾区子ども・子育て支援

事業計画の中間年の見直しについ
て 

令和４年度第２回 
子育て支援推進本部 
幹事会 

令和５年１月31日（火） 
ο 第二期葛飾区子ども・子育て支援

事業計画中間見直し（案）につい
て 

令和４年度第２回 
子育て支援推進本部
会議 

２月８日（水） 
ο 第二期葛飾区子ども・子育て支援

事業計画中間見直し（案）につい
て 

 

＜議会報告＞ 

開催年月 議題 

保健福祉委員会 令和４年６月9日（木） 
ο 第二期葛飾区子ども・子育て支援

事業計画の見直しについて 

保健福祉委員会 12月１日（木） 
ο 第二期葛飾区子ども・子育て支援

事業計画の見直しについて 

保健福祉委員会 令和５年３月14日（火） 
ο 第二期葛飾区子ども・子育て支援

事業計画中間見直し（案）につい
て 

 

※第二期葛飾区子ども・子育て支援事業計画の見直しに係る会議のみ掲載しています。 
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２．子ども・子育て会議                

（１）設置条例 

葛飾区子ども・子育て会議条例 

平成 25年 6 月 19 日 
条例第 27号 

 
(設置) 
第 1 条 子ども・子育て支援法(平成 24年法律第 65 号。以下「法」という。)第 77 条第

1項の規定に基づき、葛飾区長(以下「区長」という。)の附属機関として、葛飾区子ど
も・子育て会議(以下「子育て会議」という。)を置く。 

 
(所掌事務) 
第 2 条 子育て会議は、法第 77 条第 1項各号に掲げる事務のほか、区長が必要と認める
事務を処理するものとする。 

 
(組織) 
第 3 条 子育て会議は、委員 25 人以内をもって組織する。 
2 委員は、次に掲げる者のうちから、区長が委嘱する。 

(1) 法第 7条第 1項に規定する子ども・子育て支援(以下「子ども・子育て支援」とい
う。)に関し学識経験のある者 

(2) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 
(3) 前 2号に掲げる者のほか、区長が必要と認める者 

 
(任期) 
第 4 条 委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場合の
補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 
(会長及び副会長) 
第 5 条 子育て会議に、会長及び副会長 1人を置く。 
2 会長は第 3条第 2項第 1号に掲げる者のうちから区長が指名し、副会長は互選により
これを定める。 
3 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 
4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 
 
(会議) 
第 6 条 子育て会議の会議(以下この条において「会議」という。)は、会長が招集し、会
長がその議長となる。 

2 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 
3 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す
るところによる。 

4 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見を聴く
ことができる。 
 
(委任) 
第 7 条 この条例の施行に関し必要な事項は、区長が別に定める。 
 
付 則 
(施行期日) 
1 この条例は、公布の日から施行する。 
 
(経過措置) 
2 この条例の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第 4条本文の規定にかかわ
らず、平成 27年 3 月 31 日までとする。 
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（２）委員名簿（令和４年４月１日現在） 

 No 氏名 所属団体等 区分 

◎ 1 石井 章仁 大妻女子大学家政学部児童学科 准教授 

学識経験者 ○ 2 二宮 祐子 和洋女子大学家政学部家政福祉学科 准教授 

 3 阿部 恵 道灌山学園保育福祉専門学校 保育部長 

 4 今井 ルミ子 葛飾区子ども会育成会連合会 

事業者・ 
団体 

 5 岩城 堅司 葛飾区自治町会連合会 

 6 上田 郁子 かつしか女性会議 

 7 遠藤 隆浩 東京商工会議所葛飾支部 

 8 加藤 和成 葛飾区私立幼稚園連合会 

 9 黒沢 富子 葛飾区青少年育成地区委員会会長連絡協議会 

 10 小林 綾 連合葛飾地区協議会 

 11 齋藤 美江子 児童養護施設（社会福祉法人共生会） 

 12 佐野 靖子 葛飾区手をつなぐ親の会 

 13 鈴木 康之 葛飾区私立保育園連盟 

 14 園部 恭子 公益社団法人葛飾区歯科医師会 

 15 髙橋 広美 葛飾区私立学童保育クラブ連盟 

 16 坪井 博一 かつしか子育てネットワーク 

 17 津村 寿子 葛飾区民生委員児童委員協議会 

 18 中山 芳子 葛飾区青少年委員会 

 19 二葉 昭二 葛飾区私立幼稚園連合会 

 20 星 英壽 葛飾区私立保育園経営者協議会 

 21 三尾 仁 一般社団法人葛飾区医師会 

 22 大内 早織 公募区民 

区民 

 23 加島 留菜 公募区民 

 24 三枝 千尋 公募区民 

 25 田中 真央 公募区民 

◎：会長、○：副会長 
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